










その他のタイトル 〈Case note〉Denial of a permission regarding















① 平成₂₄年に市教育委員会（以下「市教委」という。）及び市立 a 小学校校長に対し、
②平成₂₅年に市教委及び市立 b 小学校校長に対し、
本件各小学校の施設の目的外使用許可の申請をしたところ、各校長が、
①について平成₂₄年 ₈ 月 ₇ 日付けで、












































































































































● 地方自治法₂₃₈条の ₇第 ₁項は、申請権を認めたものにすぎず、使用希望者に対
し、「行政財産を使用する権利」を保障した規定ではない。
































































　そして、学校施設の確保に関する政令（昭和₂₄年 ₂ 月 ₁ 日政令第₃₄号。以下「学


















































































































































































































































































































































































































































































































































































設目的外使用の使用料免除は適法 : （東京地裁平成₂₅.₆.₁₁判決）」判例地方自治₃₉₂号 ₅ 頁
（₂₀₁₅）。
111
市立小学校施設の目的外使用許可申請に係る不許可処分  （松澤）
直ちには憲法違反にならない、と解されている16。
（元筑波大学非常勤講師）
16　教育法令研究会編『教育法令コンメンタール　学校教育法』（加除式）₅₇₂₃頁（第一法規）。
